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１．はじめに  

 平成 30 年 7 月豪雨では，1 府 10 県に大雨特別警報が発表され，多数の死者・行方不明者を伴う大被害をも

たらした．災害対策基本法において，避難勧告等の避難情報を発令する権限が市町村長に与えられているが，

かねてから適切なタイミングで適当な対象地域に発令すること，住民へ迅速確実に伝達することなどの課題

があった．これらに対応するために，内閣府は平成 17 年 3 月に「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガ

イドライン」1)を策定した．その後，ガイドラインは 2 回改定され，避難勧告等の判断基準の明確化，住民に

避難行動を認識してもらうための仕組みの提案，避難情報の名称変更（例えば，「避難指示」を「避難指示（緊

急）」に変更）等がなされ，課題の解決に向けた取り組みが行われてきた． 

著者らは，自治体の防災対策課等に出向き，避難勧告等の避難情報発令の現状と課題等についてヒヤリング

を行う中で，マニュアル化が進み改善がなされている一

方で，住民の避難率が依然として低く，避難行動に関す

る教育や啓発の必要性を改めて認識することとなった．

職員が講師となって出前講座を定期的に行っている自

治体もある． 

高専や大学の学生に対しても防災教育が行われてい

る．和歌山高専でも 1 年生を対象とした「防災学概論」

として半期 15 回の授業を展開しており，避難と避難行

動に関する内容も含まれている． 

本研究では，災害時の避難および避難行動などに関す

る学生アンケートを行い，学生の実態を把握することを

目的とし，今後の防災教育を考えるための資料にするこ

ととした． 

２．アンケートについて 

アンケートは和歌山高専環境都市工学科の 1～5 年生

192 名に対して，平成 30 年 12 月 20 日～平成 31 年 1 月

16 日の間で行った．図-1 にアンケート用紙を示す．ア

ンケートの対象者の内訳を表-2に示す． 

 設問の内容は，ハザードマップおよび自宅周辺のハザ

ードの認識，避難勧告等の避難情報に関する知識および

発令時の対応，避難場所についての知識と避難行動につ

いての認識，気象に関する情報の取得，家族での事前の

話し合い，などである． 
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図-1 アンケート用紙 
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３．アンケート調査結果 

避難勧告等の避難情報を発令する機関の名称を問う設問 3 に対す

る回答を図-2 に示す．正しく回答できているのは，全体の 4 割程度

で，わからないが 3割，気象庁が約 2割である．1年生の「防災学概

論」の授業でも触れているが定着していないようである．避難勧告と

避難指示の切迫性の違いを問う設問 7 に対する回答を図-3 に示す．

正解は 7 割以上であるが，避難勧告の方が切迫していると回答する

か，わからないと回答したものも 2割以上いる．避難勧告や避難指示

が発令されたときの実際の避難の有無に対する設問の回答を図-4 に

示す．一般に，避難情報が発令されても避難率が低いといわれて

いるが，今回の調査では対象者の約 1/4が実際に避難している． 

以下では，学生の属性別の集計において，特徴的な結果をいく

つか紹介する．図-5に，学年ごとの避難に対する意識の違いを示

す．設問 11について，今後避難情報が発令されたときに，避難す

るかどうかの質問に対して，1年生は 7割以上が「すると思う」と

回答しているのに対して，5年生は 3割しか「すると思う」と回答

しておらず，学年が進行するにつれて，割合が下がっている．図-

6 と図-7 は出身地別に，自宅周辺のハザードと避難発生時の避難

場所についての知識を問う設問に対する回答である．和歌山県内

を紀北（北部）と紀南（南部）に，大阪府を中心とする県外とに分

けて集計を行うと，明確な差が現れた．県内でも，自然災害が比較

的多い，あるいは懸念されている紀南の学生に比べて紀北の方が

劣り，さらに県外が劣っていることがわかる．また，男女による差

については，設問 6,7,8,11 で違いが認められた．女子学生の方が

避難行動に対する意識が高いのではないかと事前に考えていた

が，予想どおりではなかった． 

４．おわりに 
 避難および避難行動に関する知識や意識に関して，和歌山高専

の学生の実態をアンケートによって調査した．その結果，学年，出

身地，性別による違いがあることがわかり，今後の教育を考える

ヒントになる． 
参考文献  
1) 内閣府，避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン，  
http://www.bousai.go.jp/chubou/12/siryo3_2.pdf，2005. 

表-2 アンケート対象者の内訳 
項目 分類 人数 

学年 

1 年生 37 
2 年生 38 
3 年生 37 
4 年生 43 
5 年生 37 

性別 男性 154 
女性 35 

出身地 
紀北 115 173 
紀南 58 
和歌山県以外 19 

 

図-5 学年別の避難に対する意識差(設問 11) 

図-6 自宅周辺のハザードの知識(設問 2) 

図-7災害発生時の避難場所(設問 9) 

図-2 避難情報の発令機関(設問 3)   図-3 最も危険度が高い避難情報(設問 7)  図-4 避難情報発令時の避難の有無(設問 6) 
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